
 

令和６年度蓬田村介護事業所等物価高騰対策支援事業支援金支給要綱をここに公布する。 

 

  令和 ７年 １月２１日 

 

           蓬 田 村 長   久 慈 修 一    

 

蓬田村訓令第 ９ 号 

 

令和６年度蓬田村介護事業所等物価高騰対策支援事業支援金支給要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、物価が高騰する中にあって、利用者に価格転嫁することなく介護サ

ービス等を続ける事業者の負担を軽減し、安定した事業運営を維持できるよう支援する

ため、予算の範囲内において、介護事業所等物価高騰対策支援事業支援金（以下「支援

金」という。）を支給することについて、蓬田村補助金等の交付に関する規則（平成１

７年蓬田村規則第１号。以下「補助金規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 （支給対象者） 

第２条 支援金の支給対象者は、蓬田村又は青森県の認可又は指定等を受けて別表に掲げ

る事業所を運営する事業者（以下「事業者」という。）であって、令和６年４月１日時

点で蓬田村内において事業所を開設しており令和７年３月３１日まで事業を継続する見

込みのあるものとする。ただし、次の各号に掲げる事業所を除く。 

 （１） 申請日時点で事業を開始していないもの 

 （２） 申請日時点で事業の廃止又は休止を行っているもの 

 （３） 令和４年４月１日から令和７年３月３１日までの間に、物価高騰の影響による

利用者負担の額を引上げたもの。ただし、申請日時点までに利用者に当該引上げ額

の返還等を実施し、利用者への価格転嫁を解消した場合においては、支給対象とし

て取り扱うものとする。 

 （支援金の額） 

第３条 支援金の額は、別表に定める額を上限とする。 

 （支援金の対象経費） 

第４条 支援金の対象経費は、事業所において負担する光熱費、燃料費及び食材費等、物

価高騰の影響を受けた経費とする。 

 （支援金の申請） 

第５条 支援金を申請しようとする事業者は、令和６年度蓬田村介護事業所等物価高騰対



 

策支援事業支援金支給申請書兼概算払請求書（様式第１号）に様式で定める必要書類を

添えて村長に提出しなければならない。 

２ 支援金の支給申請期限は、令和７年２月２８日までとする。 

３ 支援金の支給申請は１回限りとする。 

 （支援金の支給決定） 

第６条 村長は前条の規定による支給の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審

査し、支援金を支給することが適当であると認めたときは、令和６年度蓬田村介護事業

所等物価高騰対策支援事業支援金支給決定通知書（様式第２号）により申請者に通知す

るものとする。 

２ 村長は、前項の規定により支援金の支給決定をしたときは、概算払により速やかに支

援金の支給を行うものとする。 

 （帳簿等の整理） 

第７条 支援金の支給を受けた者は、本事業に係る収支を明らかにした帳簿を備え、当該

収支について証拠書類を整備し、当該帳簿及び証拠書類を支援金の額の確定の日の属す

る会計年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

 （実績報告） 

第８条 支援金の支給決定を受けた者は、令和６年度蓬田村介護事業所等物価高騰対策支

援事業支援金実績報告書兼精算書（様式第３号）に様式で定める必要書類を添えて村長

に提出しなければならない。 

２ 実績報告の提出期限は、令和７年３月２１日までとする。 

 （支援金の額の確定等） 

第９条 村長は、前条の規定による実績報告を受け、当該報告に係る書類等を審査し、本

事業の実績が支援金の支給決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

支給すべき支援金の額を確定し、令和６年度蓬田村介護事業所等物価高騰対策支援事業

支援金支給額確定通知書（様式第４号）により、速やかに事業者に通知するものとする。 

２ 村長は、事業者に支給すべき支援金の額を確定した場合において、既にその額を超え

る支援金が支給されているときは、その超える部分につき期限を設けて返還させるもの

とする。 

 （決定の取消し） 

第１０条 村長は、支援金の支給決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

支給決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （１） 事業者が偽りその他不正な行為により、支援金の支給を受けたとき。 

 （２） その他村長が支援金を支給することが適当でないと認めたとき。 

 （支援金の返還） 

第１１条 村長は、支援金の支給決定を取り消した場合において、本事業の当該取消しに



 

係る部分に関し既に支援金が支給されているときは、期限を定めて、その全部又は一部

の返還を請求するものとする。 

 （調査又は報告） 

第１２条 村長は、支援金の支給に対し必要があると認めるときは、申請者に対し報告を

求め、若しくは文書を提出させ、又は調査を行うことができる。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、村長が別

に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 （失効） 

２ この訓令は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第７条、第１０条

から第１２条の規定は、同日後も、なおその効力を有する。 

 



 

別表（第２条及び第３条関係） 

区

分 

対象事業所（蓬田村に所在するもの

に限る。） 

支援金の限度額（区分１の定員は、令和５年

４月１日時点で判断する。） 

１ 介護老人福祉施設 

認知症対応型共同生活介護事業所 

有料老人ホーム 

短期入所生活介護事業所 

定員一人当たり ７０，０００円 

（定員５０人以上：５００，０００円加算） 

２ 通所介護事業所 定員一人当たり ６０，０００円 

３ 訪問介護事業所 ２００，０００円 

４ 居宅介護支援事業所 ５０，０００円 

※介護サービス及び介護予防サービス又は総合事業の指定を受けている場合は、介護サー

ビスの種別のみ対象とする。 


